平成30年　6月28日


平成30年度独立行政法人国立科学博物館調達等合理化計画

　　
「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年５月25日総務大臣決定）に基づき、独立行政法人国立科学博物館は、事務・事業の特性を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組むため、平成30年度独立行政法人国立科学博物館調達等合理化計画を以下のとおり定める。


１．調達の現状と要因の分析
(1)　 国立科学博物館における平成29年度の契約状況は、表１のようになっており、契約件数は７０件、契約金額は７．９３億円である。また、競争性のある契約は５４件（７７．１％）、５．０１億円（６３．２％）、競争性のない契約は１６件（２２．９％）、２．９２億円（３６．８％）となっている。
平成28度と比較して、競争性のない契約の割合については、件数、金額ともに大きくなっている（件数は１４．３％の増、金額は３６．８％の増）。
件数割合の増加は、自然史系博物館所有の生物多様性情報に関する役務契約が増えたことと、ＹＳ-11を保管している大型格納庫賃借契約の更新を行ったことが要因のひとつとして挙げられ、金額割合の増加は恐竜標本の取得が主な要因として挙げられる。なお、平成28年度まで随意契約としていた上野地区で使用する電気供給契約については平成29年度から一般競争契約へ移行し、複数者から応札を受け、競争性の確保につながった。

表１　平成29年度の国立科学博物館の調達全体像　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件、億円）
	
	平成28年度
	平成29年度
	比較増△減

	
	件数
	金額
	件数
	金額
	件数
	金額

	競争入札等
	（66.2％）
４３
	（71.2％）
７．２８
	（67.1％）
４７
	（57.8％）
４．５８
	（9.3％）
４
	（△37.1％）
△２．７０

	企画競争・公募
	（12.3％）
８
	（8.0％）
０．８２
	（10.0％）
７
	（5.3％）
０．４２
	（△12.5％）
△1
	（△48.9％）
△０．４０

	競争性のある契約（小計）
	（78.5％）
５１
	（79.2％）
８．１０
	（77.1％）
５４
	（63.2％）
５．０１
	（5.9％）
３
	（△38.3％）
△３．１０

	競争性のない随意契約
	（21.5％）
１４
	（20.8％）
２．１３
	（22.9％）
１６
	（36.8％）
２．９２
	（14.3％）
２
	（36.8％）
０．７９

	合　計
	（100％）
６５
	（100％）
１０．２３
	（100％）
７０
	（100％）
７．９３
	（7.7％）
５
	（△22.6％）
△２．３２


（注1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。
（注2） 比較増△減の（　）書きは、平成29年度の対28年度伸率である。

(2)　 国立科学博物館における平成２９年度の競争性のある契約に係る一者応札・応募の状況は、表２のようになっており、契約件数は３２件（６０．４％）、契約金額は２．２５億円（４４．８％）である。
一者応札・応募による契約については、前年度と比べて４件増加しているものの、金額は３．３６億円減少（５９．９％減）している。件数の増加は、主に恐竜骨格標本の組立等業務や研究機器購入等、特殊性の高い調達が増えたことが要因として挙げられる。また、金額割合の減少は、平成28年度は高額の複数年契約が多かったことが要因と考えられる。なお、平成28年度に２年連続で一者応札となっていた筑波地区害虫駆除業務については、応札業者が２者となり、競争性の確保について改善された。


表２　平成29年度の国立科学博物館の一者応札・応募状況　　　　　　　　　（単位：件、億円）
	
	平成28年度
	平成29年度
	比較増△減

	２者以上
	件数
	　　　　　２３
（45.1％）
	２２
（41.5％）
	△１
（△4.4％）

	
	金額
	２．５１
（30.9％）
	２．７６
（55.2％）
	０．２６
（10.2％）

	１者以下
	件数
	２８
（54.9％）
	３２
（60.4％）
	４
（14.3％）

	
	金額
	５．６０
（69.1％）
	２．２５
（44.8％）
	△３．３６
（△59.9％）

	合　計
	件数
	５１
（100％）
	５４
（100％）
	３
（5.9％）

	
	金額
	８．１１
（100％）
	５．００
（100％）
	△３．１１
（△38.3％）


（注1）　計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。
（注2）　合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。
（注3）　比較増△減の（　）書きは、平成29年度の対28年度伸率である。


２．重点的に取り組む分野（【　】は評価指標）
上記1の現状分析等を含め総合的な検討を行った結果、競争性のない随意契約及び一者応札・応募となった契約ともに一定の改善が認められるため、以下のとおり、今後もより一層の調達の改善及び事務処理の効率化に努めることとする。
（１）　一者応札・応募となった契約の一層の見直し
従来から、自主的措置として競争参加資格の弾力化等に取り組むなどしてきたが、今後もこれらを継続するとともに、事後点検体制の整備を図ることにより、事前に問合せのあった業者、仕様書を受領したものの入札を辞退した業者に対し、応札・応募を見送った理由等の聞き取りを行うこととする。
【聞き取りを行った件数・当該取り組みの結果、競争性のある契約に移行した件数】
　　　

３．調達に関するガバナンスの徹底（【　】は評価指標）
（１）　随意契約に関する内部統制の確立
[bookmark: _GoBack]新たに随意契約を締結することとなる案件については、事前に財務課にて会計規程に
おける「随意契約によることができる事由」との整合性や、より競争性のある調達手続の
実施の可否の観点から検討することとする。【契約監視委員会での意見等】

（２）　不祥事の発生の未然防止・再発防止のための取組
預け金等の不祥事対策の観点から、これまでも発注と検収の権限を分離したり、納品・
検収に当たっては受領・完了確認と検収それぞれ異なる担当者により二重確認を行う
など、納品検収体制を充実させ、内部統制の強化を図ってきたところ。
引き続き、会計実務者を対象とした各種研修会等への職員の参加を促進するなど、
職員のスキルアップや意識の向上に努める。【検討・実施結果】

４．自己評価の実施
　　　調達等合理化計画の自己評価については、各事業年度に係る業務の実績等に関する評価の一環として、年度終了後に実施し、自己評価結果を主務大臣に報告し、主務大臣の評価を受ける。主務大臣による評価結果を踏まえ、その後の調達等合理化計画の改定・策定等に反映させるものとする。

５．推進体制
（１）　推進体制
　　　　　本計画に定める各事項を着実に実施するため、契約担当役を総括責任者とする調達等合理化検討会により調達等合理化に取り組むものとする。
　　　　　　総括責任者　　  契約担当役
　　　　　　副総括責任者　　財務課長
　　　　　　メンバー　　　　　 研究推進・管理課長、施設設備主幹、常設展示・博物館サービス課長附属自然教育園事務長、

　 （２） 契約監視委員会の活用
　　　　　監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会は、当計画の策定及び自己評価の際の点検を行うとともに、これに関連して、館長が定める基準（新規の随意契約、２か年度連続の一者応札・応募案件など）に該当する個々の契約案件の事後点検を行い、その審議概要を公表する。

６．その他
　　　調達等合理化計画及び自己評価結果等については、国立科学博物館のホームページにて公表するものとする。
　　　なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調達等合理化計画の改定を行うものとする。
1

